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第６３４回入札監理小委員会議事次第 

 

 

日 時：令和３年９月７日（火）16：07～17：44 

場 所：永田町合同庁舎１階  第１共用会議室 

 

 

１．開会 

２．実施要項（案）の審議 

 ○ＪＩＣＡ国際協力エッセイコンテスト運営管理業務（2022－2025年度）（（独）国際協

力機構） 

 ○大学共同利用機関法人情報・システム研究機構の学術総合センター建物管理業務（大

学共同利用機関法人情報・システム研究機構） 

３．閉会 

 

＜出席者＞ 

（委 員） 

  古笛主査、石田副主査、辻副主査、石村専門委員、稲生専門委員、小松専門委員、 

  清水専門委員 

 

（独立行政法人国際協力機構） 

  広報部地球ひろば推進課 

   齋藤 課長 

   櫻井 調査役 

 

（大学共同利用機関法人情報・システム研究機構） 

  国立情報学研究所総務部 

   西島 部長 

  会計課 

   佐藤課長 

 

（事務局） 

  長瀬参事官、飯村企画官 
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○事務局 それでは、ただいまから第６３４回入札監理小委員会を開催します。 

 初めに、「ＪＩＣＡ国際協力エッセイコンテスト運営管理業務（2022－2025年度）」の実

施要項（案）について、独立行政法人国際協力機構広報部地域ひろば推進課、齋藤課長よ

り御説明をお願いします。なお、説明は１５分程度でお願いします。 

○齋藤課長 では、ただいま紹介にあずかりました独立行政法人国際協力機構広報部の齋

藤でございます。本日はどうぞよろしくお願いいたします。 

 ＪＩＣＡ国際協力エッセイコンテストの概要について、お配りしております資料Ａ－

３に沿って御説明いたします。 

 本事業は、中学生・高校生を対象に、国際協力に関することをエッセイにまとめること

を通じて、開発途上国の現状や開発途上国と日本との関係について理解を深め、さらには

国際社会の中で日本、そして自分たち一人一人がどのように行動すべきか考える、そうい

ったきっかけを提供することを目的としております。学校教育において、いわゆる国際理

解教育の推進に貢献するというふうに言い換えることができるかと考えております。 

 本事業は、１９６２年から開始し、２０２１年度、今年度で高校生の部は６０回目を迎

える非常に長い歴史を有している事業でございます。全国を対象にエッセイを募集し、３段

階の審査を経て、ＪＩＣＡ理事長賞、外務大臣賞、文部科学大臣賞の最優秀賞などの個人

賞を授与します。また、学校向けの表彰も行います。最優秀賞と優秀賞の受賞者には、副

賞として、開発途上国での海外研修を提供しております。海外研修は、参加者にとって国

際協力への理解を深める場となっていると考えております。また、表彰式も開催しますが、

表彰式の際にはワークショップ形式の研修を併せて開催して、参加者に学びの場を提供す

るといった工夫も行っております。本事業の成果として一例を挙げますと、過去の受賞作

品が道徳などの教科書に掲載されたことが挙げられます。これは私たちにとっても大変喜

ばしいことでした。また、最近では、ＳＤＧｓ、持続可能な開発目標が教科書にも掲載さ

れるようになってきております。ＳＤＧｓに関する教育という面でも、本事業は貢献でき

るものと考えております。 

 続きまして、資料の裏面で近年の応募実績について御説明したいと思います。 

 ２０１８年度までは６万件から８万件の応募がありましたが、近年は残念ながら減少傾

向にあります。それでも、約４万件の応募があります。国際協力をテーマにした中高生向

けの作文やエッセイコンテストとしては非常に大きい、最大級の規模と言えるのではない

かと考えております。 
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 以上をもちまして、概要説明は終了いたします。 

 引き続きまして、櫻井のほうから実施要項について御説明いたします。 

○櫻井調査役 同じくＪＩＣＡ広報部地球ひろば推進課の櫻井と申します。皆様、どうぞ

よろしくお願いいたします。 

 私からは実施要項（案）について、配付資料Ａ－２に沿って御説明いたします。 

 初めに、配付資料Ａ－２の４ページを御覧ください。第１章、Ⅰ.対象事業の概要、３.

年間スケジュールについて御説明いたします。 

 本エッセイコンテストは、応募期間を６月から９月としております。応募開始に先立ち

まして、４月に年間業務計画の確認を行い、５月から募集広報に係る業務が開始します。

募集要項、ポスターを作成し、全国の学校や関係者へ前年度の優秀作品集と併せて送付を

行います。また、新聞に掲載する募集の広告案も作成いたします。６月に応募受付を開始

いたします。応募作品の受付、応募数の確認、整理、アンケートの回収などをこの期間に

行います。７月に前年度の上位受賞者を対象とした海外研修を実施します。この海外研修

は開発課題や国際協力の現状について理解を深めることを目的としておりまして、約１週

間、開発途上国に研修に行きます。９月上旬に応募締切り後、１１月までの期間で第一次

審査、第二次審査を実施します。第一次審査、第二次審査は外部組織の協力を得て実施す

ることも可としております。また、同じくこの１１月までの審査期間にて、学校応募の学

校を対象とした学校賞の選定も行います。１２月に最終審査会を実施いたします。最終審

査会は中高各２０作品、合計４０作品の賞を決定するもので、外部有識者や協賛、後援団

体代表者、ＪＩＣＡ関係者によって構成されます。こちらの審査会をもって受賞作品が全

て決定しますので、審査後、審査結果をホームページにて公表します。併せて、表彰状及

び副賞の調達、送付も行います。翌年２月に上位受賞者の作品をまとめた簡易版の優秀作

品集を作成し、同じく２月に実施する表彰式にて配付します。表彰式は最終審査対象の受

賞者４０名を対象としており、ＪＩＣＡ市ヶ谷ビルでの実施を予定しております。表彰式

には、受賞者及び同伴者、最終審査員、協賛、後援団体関係者などが出席されます。表彰

式後は懇親会と海外研修対象者の事前研修並びにそれ以外の受賞者への研修プログラムを

実施します。３月には優秀作品集を作成し、精算手続や報告書の作成を行います。 

 以上が対象事業のスケジュールになります。 

 続きまして、５ページを御覧ください。Ⅱ.対象公共サービスの詳細な業務内容について

御説明いたします。 
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 対象事業の業務内容自体は現行契約から大きな変更点はありませんが、受注経験のない

受注者でも業務内容が分かりやすいように、現行の仕様書から全般的に記載ぶりの見直し

を実施しました。業務内容を時系列に整理することを基本にしつつ、業務の固まりごとに

業務内容が理解できるように再整理をいたしました。 

 例えば、１０ページを御覧ください。７に学校応募向け表彰の選定という項目がござい

ますが、これはこれまでは応募受付の業務の一環として記載をしておりましたが、業務内

容や業務量が分かるように項目立てをいたしました。 

 次に、１７ページを御覧ください。こちらではⅢ.サービスの質の設定について御説明い

たします。こちらは本事業の実施に当たり、達成すべき質及び確保すべき水準について記

載をしています。 

 ページをめくりまして、１８ページから（１）が始まりますが、エッセイ応募者に対す

る対応につきましては、応募者や学校からは多数問合せが来ますので、そちらに対して適

切な対応を行うことを求めています。 

 （２）個人情報保護につきましては、多数の個人情報を応募から表彰、また、海外研修

というふうに様々な形で取り扱うことになりますので、適切、的確な対応を求めておりま

す。 

 （３）効果的な募集広報についてですが、冒頭、事業概要で御説明しましたが、応募が

減ってきているという状況がございますので、効果的な応募方法を求めております。 

 （４）審査の円滑かつ適切な実施につきましては、数万件という大量の作品を限られた

時間の中で審査をすることになりますので、スケジュールに沿った確実な実施を求めてお

ります。 

 最後に、（５）海外研修につきましては、中高生を対象とした海外研修になりますので、

受入先との調整の上で、安全に実施することを求めています。 

 次に、１９ページを御覧ください。第２章、実施期間に関する事項は、本業務の実施期

間を記載しております。 

 現行契約は２０１９年度から２０２１年度の３年間の契約ですが、本実施要項（案）で

は２０２２年４月から２０２６年３月までの４年間としております。実施期間を延ばすこ

とにより、受注者は長期的な体制構築が可能になり、安定して業務に当たれることができ

ることから、より多くの応札を促すことを目的としての改善点になります。 

 続いて、２１ページを御覧ください。こちらには、第４章、入札に参加している者の募
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集に関する事項ということで、入札スケジュールについて記載をしております。 

 入札公告を１１月中旬、技術提案書の期限を２０２２年１月と、入札期間を２か月以上

確保しております。また、３月上旬に契約締結をした後、約１か月の引継ぎ期間を設けて、

４月からの事業開始を予定しております。いずれの点も新規の受注者にとって応札しやす

くすることを意識した改善点になります。 

 次、少し飛びますが、３５ページを御覧ください。第５章、対象公共サービスの実施す

る者を決定するための評価の基準について記載されています。 

 こちら、黄色くハイライトされております２.技術提案書作成に係る要件、留意事項、１）

類似業務の経験についてですが、これまで仕様書に記載しておりましたコンテスト・コン

クールの実施・運用に係る各種支援業務に加えまして、教育分野における国際協力の業務

経験、日本における開発教育の業務経験を新しく記載いたしました。類似業務の範囲を拡

大することにより、新規事業者の応札を促したいと考えております。 

 続いて、３７ページを御覧ください。こちらが評価表ですけれども、当機構の入札にお

きましては類似業務の経験を重視する傾向にありますが、本事業におきましては類似業務

の経験の配点を減らしまして、下のほうですね、２.業務の実施方針等、（１）業務実施の

基本方針（留意点）・方法、こちらの項目を加算しております。こちらも新規事業者の応札

を促すことを目的とした改善事項になります。 

 最後に、４５ページを御覧ください。実施要項（案）の別紙１の資料になります。こち

らの５.閲覧資料として供する資料として、審査要領と応募者アンケート結果を追加して

おります。こちらも新規応札者の業務内容の理解を促して応札を促進することを目的とし

た改善点となります。 

 私からの説明は以上になります。 

○事務局 ありがとうございました。 

 ただいまの実施要項（案）の説明について、御意見、御質問のある委員におかれまして

は御発言をお願いします。 

 辻副主査、お願いします。 

○辻副主査 辻でございます。御説明ありがとうございました。 

 資料Ａ－２の８ページ目でございます。こちらに第一次審査、第二次審査の実施と書い

てあって、外部組織の協力を得て実施することを可とすると書いてございます。引き続い

て、資料Ａ－２の３８ページ目の（２）には業務実施体制、要員計画と書いてございます。
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ここに書かれている要員計画の中には、先ほどの審査の実施ですね、どのような審査員を

集めたのかということもこの要員計画の中に含まれているのでしょうか。 

○齋藤課長 基本的に外部組織の協力を求める場合は、この要員計画に含めることは求め

ておりません。基本的にここで求めている要員計画と申しますのは、全部の業務に主に従

事する者を示すような形で考えておりますので、仮に例えば民間事業者自らがここで審査

をするといったときも、多分、技術提案書を書く段階で全ての要員を手配するというのは

難しいと思いますので、そこまでは求めないというような考えでおります。 

○辻副主査 ありがとうございます。ですと、８ページ目で、例えば僕が初めてこれに応

札しようとするときに、非常に専門的なエッセイを審査する審査員を現時点で確保できな

いのではないかという点で心配になると思います。入札をする際に、審査員の先生方をま

だ確保していない状態で入札しても、そのことは特段、競争入札における審査では得点に

反映されないというか、特段気にされないという理解でよろしいでしょうか。 

○齋藤課長 技術提案書の中で、例えば新規事業者がこういったところを含めて具体的な

提案をいただければ、それは積極的に評価したいと思いますが、御指摘のとおり、こうい

った審査は非常に難しいのではないかという想定でおります。既に現行事業者の場合は外

部組織の協力を得て実施しておりますので、例えば具体的な提案がなかったとしても、既

存の御協力いただいている外部組織の情報を提供するなど、そういったサポートも十分し

ていこうと、そういうことも含めて新規参入を促していければというふうに考えておりま

す。 

○辻副主査 ですと、多分、ポイントになるのは現在使われている専門家が集まった外部

組織、その組織と新規参入者が契約できる保証はあるのでしょうか。 

○齋藤課長 そこは新規事業者のお考えを最大限尊重していければいいかなというふうに

考えておりますが、新規事業者になった場合は、外部組織、ＪＩＣＡと何ら契約関係があ

るわけではないので、我々が例えば外部組織に対して協力を依頼するとか、そういったこ

とにとどまるのではないかというふうに考えております。 

○辻副主査 ですと、全くこの分野に知見がない新規参入業者からすると、審査員の先生

を集める点が多分、ボトルネットになってしまって、なかなか手を挙げにくいのかなと思

います。そこで、ジャストアイデアでございますけれども、ＪＩＣＡのほうでこの方々の

審査を受けてもらいたいというふうにお考えなのであれば、審査員の先生を確保する業務

はＪＩＣＡのほうで切り取って実施するという可能性はないのでしょうか。 
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○齋藤課長 本件事業は御説明したとおり非常に長い歴史のある事業でございます。外部

組織の方も、そういう意味で言うと、長い形でずっと御協力いただいております。ですの

で、落札者が変わったとしても御協力いただけるのではないかというふうに考えておりま

す。一方で、審査を直営でやる場合なのですが、残念ながら、我々の実施体制ですね、本

件業務に関してかなりの人数を動員することになりますので、直営でこれを実施すること

は非常に困難ではないかというふうに考えております。 

○辻副主査 審査員の先生を確保する業務自体、非常にマンパワーが必要なのでしょうか。 

○齋藤課長 第一次審査は例えば４万点ございますので、これを審査するというのは非常

に膨大な作業を行うものになります。 

○辻副主査 整理すると、この審査業務を外部の専門家にお願いするのですか。 

○齋藤課長 そうですね。 

○辻副主査 例えば現行業者の方も、数万点に及ぶエッセイを自ら読んで審査しているわ

けではなくて、外部の専門家に査読というか、エッセイを読んで選抜する業務を委託して

いるという理解でよろしいでしょうか。 

○齋藤課長 そうですね、協力を得て実施していると。現行の場合ですと、謝金を支払う

などの形で行っていることになります。 

○辻副主査 なので、数万点のエッセイを読んでくださっている外部の方々をＪＩＣＡが

新規参入業者に確実に紹介できれば、恐らく新規参入しやすいと思うのですけれども、こ

の辺り、いかがでしょうか。 

○齋藤課長 そうなのですけど、外部組織と我々では、今、何ら契約関係がないので、そ

こは確約することはできないのですが、御説明したとおり、非常に長い間、御協力いただ

いている外部組織がございますので、それに対しては我々のほうから引き続き協力してい

ただけるような形でお願いできると考えておりますし、協力していただけるのではないか

というふうに考えております。 

○辻副主査 でしたら、今の内容を実施要項に明文化することというのは難しいでしょう

か。今、お話しになった内容です。 

○齋藤課長 例えば、どういった形で、今、お考えでしょうか。外部組織と我々、一般的

な契約関係にございませんので、それを確約するようなことというのはちょっと書きにく

いかなと思うのですが、例えば協力を依頼するとか情報を提供するというようなことは記

載することは可能かと思います。 
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○辻副主査 はい、分かりました。ありがとうございます。 

 一旦、僕からは以上で結構です。 

○事務局 小松専門委員、お願いします。 

○小松専門委員 今のことなのですが、４万点というふうにおっしゃっていますが、大体

１か月ぐらいで全部読まなきゃいけないということになりますよね。とすると、数千名単

位の査読者というか、読む人が必要になるので、普通は不可能ですね。そういう人を急に

集めろというのは、私はもう不可能だと思います。ですから、業者としては、そこを自分

の責任でやれというふうに言われたら、もうここで諦めるということにならざるを得ない

と思います。そうすると、今までやっている業者しかやっぱりできないということになっ

てしまいますので。審査の要員をどう確保するかということは、これはやっぱり業者側に

はっきり分かるような形で伝えていただかなきゃいけないし、今、契約関係にないとおっ

しゃっていましたけれども、それであれば、読むほうの業務は分離して、それはどこか特

定の方々に依頼するしか方法はないと思いますよ。全部まとめてやってくださいという、

今までの形式をそのまま外へ出すというような格好でやろうとしても、やれるところはま

ずないと私は思います。ですから、このままやっても、従来と変わりはないだろうなとい

うのが予想です。やってみていただいて、うまく行けばいいですけれども、私が業者だっ

たら、そこで引っかかるなというふうに理解します。ですから、今、辻委員がおっしゃっ

たように、そこのところが大丈夫だということを業者が分かるように伝えていただかない

と、ちょっとこれ、うまく行かないというふうに思いますけれども。予想ですけどね。 

○齋藤課長 御指摘ありがとうございます。 

 過去の実績を踏まえますと、例えば高校生の部は９０名ぐらいの審査員の体制で、この

期間で審査の御協力をいただいておりますのでの、規模としましては数千人というよりは

９０人ぐらいの規模から１００人とか数百人ぐらいの体制でできるのではないかというふ

うに考えております。過去に御協力いただいておりますのは、例えば国際理解教育に関心

の高い先生たちの任意団体等がございまして、それが全国の規模でございます。そういっ

たところに御協力をいただいたり、またはＪＩＣＡの事業に関連している、これもＮＰＯ

とか任意団体がございます。例えば協力隊のＯＢ組織とか、専門家のＯＢ組織というのが

ございます。こういったところは御協力いただけるのではないかなというふうに考えてお

ります。 

○小松専門委員 ちょっとすみません、割り込んで申し訳ないのですけど、今のお話だと、
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それはボランティアでやっていただけるというふうに私は理解するのですね。もし業務と

してこれを読んで選択しろと言われたら、恐らく１日じゃ済まないですよね。１週間か２週

間かかる。その分の人件費を負担できるかというと、これは無理だと思います。我々、教

員で学生のレポートを読んだりしますけれども、それは給料をもらっているからやってい

るので、ボランティアでそういうことをやれと言われても、それは引き受けられないです

よ、はっきり言えば。だから、ボランティアを前提にしたような事業の組立てになってい

るとすれば、そこのところは切り離してやらないと、業者にそれを押しつけてしまうとい

うのは、やっぱりおかしいと思いますね。そこら辺、経済行為としてやるのか、ボランテ

ィアなのかというところがはっきりしないような気がしますし、恐らく従来はボランティ

アが期待できるような団体が引き受けておられたから成立しているのであって、それを事

業者としてやれというのであれば、ボランティアとビジネスの差というのは当然出てくる

と思うので、そこは十分考えないと、これは成立しないと思いますね。 

○齋藤課長 御指摘ありがとうございます。ボランティア形式ではなくて謝金は支払って

おります。あと、エッセイコンテストの分量なのですが、例えば中学生の部でいくと原稿

用紙３枚以内、高校生は４枚以内というような形になっておりますので、過去の実績から

踏まえまして、先ほど御説明したような体制で謝金を支払う形で対応することは可能では

ないかというふうに考えておりますし、そういう組織というのは幾つか存在しております

ので、このような形で、あと、御指摘いただいたように実施要項でもう少し丁寧に説明す

ることによって手を挙げていただける方はいらっしゃるのではないかというふうに考えて

おります。 

○事務局 稲生専門委員、お願いします。 

○稲生専門委員 事業の組立てで若干疑問があるのでコメントしますけれども、資料Ａ－

３のポンチ絵で拝見すると、今回の事業は、要は作文を出していただいて、これに対して

先ほどの審査を経て賞を授与していくと、こういうような流れだと思うのですが、ところ

が先ほども御説明いただきましたけれども、実施要項の１２４分の１４を拝見すると、受

賞者の海外研修というものが入り込んでいるのですね。つまり、何が言いたいかというと、

エッセイコンテストという一大事業、先ほどの審査体制の構築自体も、新しく参入する事

業者からすれば、これは大ごとだと思うのですが、これに加えまして、海外研修まで連れ

ていかなくてはいけない。しかも、１２４分の１５を見ると、旅行会社は得意だと思うの

ですが、（４）研修プログラムの作成の下のほうに、たった２つのポツで書いてあるわけつ
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まりですね。つまり、どういう内容でどういう研修を施していくのか、ＪＩＣＡがどうい

う期待をしているのかということに関して、調整はするけれども、中身は全部持ってきて

くださいと、こういうふうな内容になっていまして、やはりこれは民間事業者からすれば、

どういうコンテンツのものをどれだけのボリューム、どれだけの質で期待されているのか

というのが全く分からないと思うのですね。 

 ですから、私の考えですけれども、できるならば、コンテストの運営という業務と、そ

れからどういう人が海外研修にふさわしいかという審査に使っているのは分かるのですが、

ただ、海外研修というものは、本来、全く別立ての事業じゃないかなと思うわけですね。

ですから、これを併せて毎年５,０００万ほどで受託する事業者というのは、これはなかな

かいないのではないのかなということがありますので、今回はこれでおやりになるのかも

しれませんが、私はこれを切り離さないと、ちょっと厳しいのではないのかなとこういう

感覚を持っています。それが１点。 

 それから、２点目ですけれども、サービスの質と評価のところなのですが、サービスの

質についてですけれども、後ろのほう、ちょっとページがなくなってしまいましたが、評

価のほうで説明をすると、１２４分の３７のところに評価表がございます。それで、１番、

２番、３番とある中で、１については、ある種、形式的な要件ということかと思います。

つまり、情報セキュリティー等の質等がありますので、これは資格等で一応、担保してい

くのだと思うのですが、一番大事な業務の実施方針等のところを読んでいくと、例えば２の

（１）業務実施の基本方針（留意点）・方法というところが３７ページ目の下のところに出

ていますが、書いてある内容が業務実施のクリティカルポイントを押さえとしか書いてい

ないのですね。つまり、事業者からすると、何がクリティカルポイントなのかというのを

もう少し具体的に書いていただかないと、どの点に留意して提案をしていけばいいのかと

いうのは、正直言って、ここだけでは読み取れないのではないかなというふうに思います。

ですから、先ほどの審査体制の構築であるとか、いろんなポイントがあるとは思います。

読めば分かるだろうというのはやはりしんどいと思いますので、もう少しここら辺、ブレ

ークダウンをしていただいたほうが、逆に言うと、応募するほうからすれば、どこに注意

すればいいのかということが出てくると思います。 

 さらに加えて、先ほど両先生からの御指摘もあったのですが、例の審査体制ですよね。

３８ページの２の（２）を拝見すると、２つ目の黒丸のところで要員計画が適切か、これ、

一番大事なところなのですけれども、外部の人材に過度に依存していないかって、これ、
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何を意味しているのかというのもよく分からない。先ほどの審査員の方たちというのは、

正直言って、事業者というよりかは完全に外部ですよね。ですから、この点もいま一つ、

よく分からないですね。ですから、先ほどの審査体制の構築にどこまでＪＩＣＡが協力す

るのか。つまり、協力する部分というのは点数に入っちゃいけないわけですよね。それは

ＪＩＣＡが整えるべき基礎的な話になりますから、その部分とポイント化される部分とい

うのを明確に区別していただいたような評価表ということで、もうちょっとこの中身を見

直したほうがよろしいのではないのかなというふうに思います。 

 すみません、長くなりましたが、私からは以上でございます。よろしくお願いいたしま

す。 

○齋藤課長 ありがとうございます。すみません、幾つか御質問をいただいていますので、

場合によっては、ちょっと確認をさせていただきなから回答できればと思います。 

 最初に海外研修の件なのですが、基本的には海外渡航に必要な部分というのは旅行会社

に手配していただくことになります。あと、海外研修の現地のプログラムに関しましては、

今回、過去の事例を情報開示することによって参考にしていただくことが可能と考えてお

ります。かつ、基本的には海外研修先は私どもの在外事務所がございます。したがいまし

て、具体的な研修ですね、例えばどのプロジェクトで行くとか、そういったところという

のは、私どもの在外事務所のほうで手配するような形になります。そういった部分は十分

サポートできますので、現行事業者もそこは対応しておりますので、可能ではないかと考

えております。むしろ、海外研修を効果的に実施するためには、その前の事前の研修とか、

そういったことを組み合わせて行うことが重要と考えておりますので、そういった部分を

一体的に運営していくことが本事業を効果的に実施できる側面じゃないかというふうに考

えております。 

○稲生専門委員 今の件で、すみません。例えば、行った先の海外事務所のほうで御協力

いただけるとか、そこら辺の細かい説明については、資料があらかじめ用意されていると

いうことでよろしいですか。我々がいただいている要項には必ずしも具体的に書かれてい

ないのですけれども。つまり、どこまでを事業者のほうで計画する必要があって、切り離

されて、先ほどのお話でもそうなのですが、ＪＩＣＡのほうでどこから先は御用意いただ

けるのか、その切り分けが、正直言って、実施要項上からはどうもよく分からないですね。

ですので、もしそういうことであれば、明確にこの中に書き込んでいただくか、あるいは

この中に書くのがふさわしくなければ、別の説明書みたいなものがありますということを
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明確に実施要項に記載されてはいかがでしょうかと思います。 

○齋藤課長 そうしますと、具体的には、私どもＪＩＣＡのほうで手配する部分をより明

確化、クリアすればいいというふうな御指摘というふうに今、理解しましたので、そこの

ところは実施要項、もしくは関連の資料のほうで修正を図りたいと思います。 

 ２点目は、評価表のクリティカルポイントに関してというふうな御指摘だったと思いま

す。その点については、御指摘の点を踏まえまして、より詳しくどういった点を方針とし

て求めるのかというところは追記するような形で対応したいと思います。 

○稲生専門委員 よろしくお願いします。 

○齋藤課長 最後の外部の協力のところなのですが、ここは非常に悩ましいのですが、冒

頭、概要のほうでも御説明したとおり、国際協力をテーマにこれだけの規模でやっている

ものというのは、多分、ほかにあまり類を見ないものなのですね。これをいかに効率的に

実施するかというようなことは、非常に長い歴史がある事業ですので、過去、試行錯誤を

実施してきておりまして、あれもこれも何でもできるという事業者に求めてしまうと、非

常に応札が難しくなるというようなことになりますので、そこはうまく、例えば企業共同

体を組むとか、補強するとか、再委託するとか、こういったところを工夫すれば、非常に

重要なコアなところはきちんと落札者にやっていただきたいと考えているのですが、何と

かできるだろうと、過去の経験も踏まえまして、そういった仕様書の内容にしております。

非常に難しいのですが、苦肉の策としてこういうふうな形で進めていただければというふ

うに考えております。 

○稲生専門委員 いずれにしても、５,０００万円ほどの事業ということになりますので、

正直言って、民間事業者が５,０００万の事業を受けるとすると、１０人も割けないという

のが普通だと思います。一方で、ずっと動いておられた財団法人の場合には、恐らく過去

からのノウハウも、人員的にもきっちり確保なさっていて、一方で審査員を含めて協力体

制が出来上がっている。だから、それを毎年回していけばいいわけで、そうすると、財団

法人ですから、収支の問題はとんとんであればいいかもしれませんけど、民間事業者は利

益を出さなくちゃいけませんので。ですから、そこを十分に考えていただいて、できるだ

けサポートできるところはサポートいただくという形で、もう一度、見直していただく部

分が出てくれば、それに着手いただきたいと思っております。よろしくお願いいたします。 

○齋藤課長 御指摘のところ、多分、審査に関することですね。複数の委員の方から御指

摘を受けております。外部組織の協力というところについては、今回の御指摘を踏まえま
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して、もう少し踏み込んで、いろんな方に関心を持っていただけるように、そこの部分は

ちょっと工夫したいと思います。 

○事務局 ありがとうございました。 

 ほかにございますか。辻副主査、もう一度、お願いします。 

○辻副主査 すみません、辻でございます。 

 今の部分、３８ページ目の（２）ですが、念のための御確認でございます。３８ページ

目の（２）の要員計画の中には、外部にエッセイの査読の審査をお願いする人間は入って

いないということで、つまり、言葉を換えると、現行の受託者が今回の提案書に外部にこ

んなに優秀な、過去何十年もお願いしているところと友好関係があって、もしくは契約関

係があって、要員計画は確実ですよというふうに書かれていたとしても、現行事業者はそ

れを理由に加点されないという理解でよろしいでしょうか。 

○齋藤課長 そこのところは、要員計画というよりは、実施方針とかほかの部分できちん

と評価させていただければと思います。 

○辻副主査 その部分は、現行業者は外部の専門家と従前の長い関係があるので、加点要

素として評価されてしまうという理解でよろしいですか。 

○齋藤課長 そうですね、現行業者がしっかりと持っていれば、そこは例えばほかの業者

よりも実績等ございますので、評価するポイントにはなり得ると思います。 

○辻副主査 ですと、やっぱり新規事業者は、恐らくそのような専門家との関係は多分一

切ないと思うので、恐らく僕が新規事業者だったら、そういう話であれば、ちょっと見送

るかなという感じになってしまうと思いますので、ぜひこの点は十分に御検討いただけれ

ばと思います。 

 以上です。 

○事務局 ありがとうございます。 

 石田副主査、お願いします。 

○石田副主査 すみません、ちょっと質問なのですが、１２４分の６と７なのですけれど

も、募集要項は紙の印刷３万部で、応募作品は紙の郵送で受け付けるという理解でよいで

しょうか。 

○櫻井調査役 櫻井からお答えいたします。 

 募集要項につきましては、御理解のとおり印刷をします。また、ホームページ等でもデ

ータを共有、公開をしております。 
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 すみません、もう１点目は。 

○石田副主査 作品はどうやって受け取るのでしょうか。 

○櫻井調査役 基本的に紙で、郵送で提出をしていただいています。 

○石田副主査 分かりました。 

 今、日本はデジタル化が遅れているということで、ＤＸ化ということが全くここに入っ

てないと思います。要は、７のところにも、受注者は応募作品の送付先として保管すると

ころを設けて、それを都道府県別に仕分けをすることを含むとか、それから応募リストを

エクセルで作るとか。今、私、大学に勤めているわけですが、大学は入試要項を紙では一

切配布しておりません。入手は全てネットです。今、オンライン化が進んでいるので、中

学生と高校生もネットで行けると思います。募集要領をつくったら、３万部も発送しなき

ゃいけないのですね。その業務も大変ですし、変な話、コピペや剽窃というのを紙で受け

取ったら、調べるのは大変ですよね。電子でやったら、コピペルナーとかというソフトが

あって、一発でいけるのですよ。さらに、ネットで受け付ければ、そんな都道府県別に仕

分けする必要ないのですよね。それから、応募リストも作れるのですよ。だから、私は個

人的には、これ、何でよそが入ってこないかというと、アナログの、ごめんなさい、申し

訳ないですけど、何かばかばかしいですね。アナログの作業が膨大過ぎて、そんなの社員

にやらせてられないから、またアルバイトとかにさせるわけですよね。６０年間の長きに

わたっているけれども、やり方というのはお考えになられたほうがいいのではないか。も

っとＤＸ化の創意工夫の提案を歓迎するとかというふうにすればいいじゃないですか。こ

の要領で、紙で行ってくださいじゃなくて、今、ＤＸをやらなきゃいけないわけですから、

ＤＸ化の提案を歓迎して、性能発注じゃないですけど、同様の成果が出るのであれば、紙

でなくてもいいとか。だって、審査する人にも紙で送るわけですよね。そういうことを考

えると、あまりにアナログ過ぎて、だから嫌なんじゃないかなというふうに思いました。 

 ですから、今年が間に合わないにしても、来年以降は絶対――来年といっても、３年後

になっちゃいますよね。ずっとこれは個人的にはひどいのではないかなと。ＤＸ化を進め

てください、デジタル庁ができるわけですから。ですよね。紙だったら、やってくれると

ころは限られちゃうと思いますね。変な話、私の大学の学生はスマホで文書を作って送っ

てくるのですよ、パソコンじゃなくて。そういう時代ですから、ちょっとやり方も考えて、

アナログの業者じゃないところが入ってこられるようにお考えになられたほうが。一回待

っちゃうと３年後というのは、個人的にはすごく嫌な気がします。 
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 それと、もう一つ伺いたいのは、何で２０１８年度から２０２０年度で４割も減ったの

でしょうか。そこの要因分析はどういうふうにされていらっしゃるのでしょうか。 

○齋藤課長 ありがとうございます。 

 最初にデジタル化の件でございますが、我々もぜひ進めたいと考えております。一部、

そういったものを導入しようかということはこれまでも検討してきております。ただ、実

際に応募してくださっている学校の先生にいろいろとヒアリングしますと、正直、例えば

中学校の生徒がデジタルで入力できるかというと、やはり手書きが多かったりする場合も

多い。ほとんどの場合が手書きでやるというようなこと。例えば応募するときには書類で

はなくて別の形で加工するというふうなこともかなり手間だという意見が残念ながら、現

状としては非常に多く意見が寄せられておりまして、そういった応募してくださった先生

の実態を踏まえまして、そこは今、柔軟な形で対応しようと考えております。例えば海外

の学校、日本人学校とかの応募に際しましては、そこのところは工夫していただいて、ネ

ットでの応募というようなところは柔軟に取り入れていければというふうに考えておりま

す。 

 あと、応募者が減少した点についてなのですが、我々のほうもいろいろと調査を実施し

ております。なかなかこうだというところは分からないのですが、難しいところがあって、

いろいろな面があるのかなというふうに考えているのですが。例えば今、学校の先生は働

き方改革が求められておりまして、あと、夏休みの課題、こういったものがなかなか生徒

に課していくのが難しくなってきているというようなところがあると思います。実際のと

ころ、エッセイコンテストというのは夏休みの課題として書いていただける場合が多いの

ですが、そういったことが要因にあるのかなというふうに考えております。そういったこ

とを踏まえまして、残念ながら、ちょっと減少傾向にある。特に中学生が減少傾向にある

状況です。こういったところ、我々も改善すべく、例えば夏休みの課題ではなくて、実際

に授業で取り組んでもらえるようなことを働きかけるような広報活動なども行っておりま

す。 

○石田副主査 よろしいですか。すみません。 

 ＤＸ化していきましょう。中学生だって、今、スマホはみんな持っていて、ＬＩＮＥで

やっているのですよ。さっきも言いましたけど、大学生は、今、下手すると、パソコンの

キーボードじゃなくてＬＩＮＥで文書を作って送るぐらいですから、できないということ

はないですよ。今だって、オンライン授業もやらなきゃいけないってやっているのですか
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ら。それはただの言い訳なので、政府がＤＸ化と言っているのですから、ぜひＤＸ化をや

ってください、３年後じゃなくて。 

 あと、減少の分析も、なかなか複雑で分からないのですよねっていうのは、あまりにも

人ごとだと思います。例えば１０％減少だったらちょっと厳しいと思うのですけど、４割

減っていて、精緻な分析しなかったら、政策って打てないですよね。その辺のところは今

後なのかもしれないのですが、ぜひ分析をして、的確な手を打っていただかないと、年間

５,０００万ですけど、でも大事な５,０００万ですので、ぜひ有効に使っていただきたい

と思います。 

 私からは以上です。 

○事務局 ほかに何かございますか。 

 辻副主査、お願いします。 

○辻副主査 すみません、辻でございます。最後に１点だけ。 

 資料Ａ－４の右から２番目の２０１９年から２０２１年の欄でございます。その下のほ

うを見ていくと、業務責任者の資格、実務経験とございまして、その中の下のほう、発注

業務と関連性の強い学歴と書いてございます。これ、ＪＩＣＡのほうで具体的にどういう

学歴を高く評価していらっしゃるのでしょうか。 

○齋藤課長 今回は、例えば国際協力、教育分野がございます。あと、開発教育、国際理

解教育とございます。例えば教育分野、そういったものがこれに該当するかと考えており

ます。 

○辻副主査 実施要項の３７ページを見ますと、その他学位、資格等とございます。この

辺りに今の内容をできれば具体的に書いていただくのと、それから一点引っかかったので

すが、学歴は最終学歴のみを御記載くださいと書いてございまして、例えば学部が国際関

係学部で、マスターとかドクターが全く関係ない分野だったりすると、どういうふうな扱

いになってしまうのでしょうか。 

○櫻井調査役 ３７……。 

○辻副主査 ３７ページですね、すみません。資料Ａ－２の３７ページでございます。評

価表があって、その上のほうですね。３）にその他学位、資格等とございます。 

○齋藤課長 手元に資料はないのですが、ここはちょっと確認をさせていただければと思

いますが、最終学歴ではなくて、例えば大学の学位、学士とか修士、それ以外に複数のも

のを記載するほうがより専門性が分かりやすいのではないかという御指摘でよろしいでし
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ょうか。 

○辻副主査 はい。それから言うと、ＪＩＣＡが高く評価される具体的な学歴の内容です

ね。今、言った国際関係何とかとか、海外教育とか、その辺りの学部があるのかもしれま

せんが、この辺り、具体的に書いていただければと思いました。 

○齋藤課長 資料でいきますと、１２４分の７５ページを御参照いただければと思うので

すが、私どもは業務従事者の経歴を確認する際、確かに最終学歴のみですが、それ以外に

取得資格ですね、こういったところで学士とか、場合によっては技術士とか、そういった

資格を書くところもございまして、こういったところを踏まえまして、基本的には専門性

を総合的に評価するような形にしております。例えば最終学歴が修士の方であっても、学

士が全く違う分野で取得されている方の場合は、取得資格のところに学士の取得のところ

を記載していただいて、それを評価するというようなことを行っております。 

○事務局 小松専門委員、何かありますか。 

○小松専門委員 業務統括者の学歴って必要なのですか。何か差別になるのではないかと

いう気もしますけどね。例えば、高卒で頑張っておられる方はなれないとか、そういう話

になったとしたら、これ、ちょっと問題じゃないかと思いますけど。通常、そういうこと

を要求している事例って、少なくとも私が見た限りではないですね。なぜ求めるかという

理由がはっきりしていればいいですけれども、私が考えるにはそういう理由はないだろう

と思うので、これは本当に必要かということをちょっと考えていただいたほうが良いので

はないかと思います。 

○齋藤課長 学歴を問うているものではなくて、専門性を確認させていただくものでござ

いますので、例えば大学を卒業していないと総括責任者になれないとか、そういったこと

は一切ございません。 

○小松専門委員 だけど、書けということは、それはないと駄目だというふうに受け取ら

れますよね。例えば、高卒でアメリカに渡って英語が非常によくできる方とかいらっしゃ

いますけれども、そういう方は結局、高卒の資格しかないから、専門性は判断できないと

いうことに論理としてはなってしまう可能性があるので、やっぱりちょっと学歴を書かせ

るというのは、個人情報の関係もあるし、普通はやらないと思いますけどね。何か国家資

格が要るとか、そういう場合は当然、それは求めることになるのでしょうけれども、今回

はその必然性がどこまであるのかというのは、私はちょっと理解できない。 

○齋藤課長 評価表を御確認いただければと思うのですが、総括の責任者の場合、一番、
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類似業務の経験というのを重視しております。７５ページを御覧いただければと思うので

すが、経歴書の中でもそういったところを書く欄を設けておりますので、そこのところは

我々、きちんと重視して、評価をさせていただいております。また、学歴のみではなくて、

まさに資格なども、ほかのところも十分評価する、その一項目として挙げているというよ

うなことで御理解いただければと思います。 

○事務局 石田副主査、お願いします。 

○石田副主査 すみません、今の小松先生に乗っかって、業務総括者という方は英語が話

せないといけないのですか。外国語と書いてあるけど、英語の資格名を記載してください。

業務総括者というのは何をする人なのですかね。全ての業務をコントロールできればよい

のではないですかね。英語を話せる必要ってあるのでしょうか。 

○齋藤課長 今回は外国語というのは問いません、必要がありませんので。ただ、我々の

業務、一般的に国際協力でございますので、国際協力を実施する業務の場合は外国語の能

力を求める場合がありますので、その点は評価させていただいております。 

○石田副主査 ですから、なぜ業務総括者は英語の能力が必要なのですか。日本語のエッ

セイですよね、英語のエッセイじゃないですよね。それと、どっちかというと、コントロ

ールはロジですよね。 

○齋藤課長 今回、外国語は評価項目には加えておりません。 

○石田副主査 加えてないけど、３７の外国語というのは生きるのですか、それとも削っ

ていただけるのですか。それと、最終学歴というのも削っていただけるのですか。 

○齋藤課長 外国語の部分について、今回は評価対象にしないので、削除する方向で検討

させていただきます。 

○石田副主査 そしたら、３）のその他学位、資格等というのは、その他資格等だけでい

いのではないですか。何かアピールしたいことがあったら御自由にお書きくださいじゃ駄

目なのですか。 

○齋藤課長 それはもし本人が学歴は必要ないというようなことであれば、そこを書かな

いと失格にするとか、そういうことじゃございませんので、それは応募してくださる方が

やはりアピールポイントとしてここに記載しているようなことを書いていただければと思

います。我々、学歴のみを重視しているわけでは決してございませんので、類似業務の経

験、総括者としての経験、あと、資格、こういったものを含めて評価しております。 

○石田副主査 といっても、７５の業務従事者経歴書のところに最終学歴と記載するとこ
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ろがあれば、それはやっぱり見ると思うのですね。なので、ここを取っちゃうのだったら

良いのではないですか。取らない限りは、ああ、これはじゃあ、どこかいい人を採ってこ

なきゃと思いますよね。 

○齋藤課長 そこは多分、学歴をアピールしたいという方も当然いらっしゃると思います

ので、そうではなくて資格でアピールしたいという方もいらっしゃって、いろんな方々が

私どもの事業に関係してくださっておりますので、項目としてはこういった形にして、何

度も繰り返し御説明申し上げておりますが、学歴だけで評価しているわけでは全くござい

ません。類似業務の総括責任者としての経験、資格、こういったものも含めて評価させて

いただいております。 

○石田副主査 おっしゃることは分かるのですけど、この経歴書だったら、最終学歴は見

ると思ってしまうので、アピールしたい経験とその他というのにまとめてしまって、最終

学歴を取っちゃったほうが私はすっきりしますけど。どうぞ御検討ください。 

○小松専門委員 任意で書く部分と書かなきゃいけない部分の区別がはっきりしないと思

いますよ。やっぱり書けと書いてあったら、書かざるを得ないというふうに理解するのが

普通ですから。もし任意で書いていいというのだったら、そこはきちんとそういうふうに

アピールしてくださいというふうに書かないと、やっぱり応募する側は弱いですから、言

われたら書かざるを得ないというふうに理解すると思います。 

○齋藤課長 ここの点については、定型の様式を使ったりしておりますので、御指摘の点

を踏まえまして、その辺は業務説明会とかで丁寧に説明したいと思います。我々、学歴を

必須としているわけではない、そういったところはしっかり業務説明会等で御関心のある

方に説明していければというふうに考えております。いろいろと用式を変えるとかとなっ

てしまうと、どうしても検討に時間を要してしまう可能性がありますので、その点は御理

解いただければと思います。 

○事務局 ほかに何かございますか。 

 石村専門委員、お願いします。 

○石村専門委員 辻委員や稲生委員とちょっと重複してしまうのですけど、先ほどの資料

Ａ－４の３列目の１９年から２１年の実施の一番下の欄に入札参加が期待される２２者へ

個別アプローチと書いてあって、応札可能性のある２者に対してヒアリング実施というこ

とで、それから下から２つ目ですけど、コンクール・コンテンツ等に関する各種支援業務

の類似業務について、組織と従事者の双方について十分な経験を有してないという理由を
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挙げ、あともう一つは事業規模が大きく、実施体制が組みにくいというふうに書いてある

のですけど、要は２者というのは説明に参加してくれた２者のことを恐らく言っているの

ではないかと思うのですが、今、辻副主査なり、稲生専門委員なり、ほかの委員の質問か

らすると、どうも答えてないのではないかという。 

 つまり、答えてないということは、もう説明会が終わった時点で入札参加者が１者にな

る可能性、すごく高いじゃないかという印象を私、持ったので。本当に２者が要求したこ

とに対して改善されたかどうかをいま一度、個別に見直していただいたほうがいいので。

というのは、今の話からすると、恐らく説明会に来たはいいけど、入札参加はしないだろ

うという予測が立ってしまうのですね。とにかく最初の第一歩で、とにかく１者でも入札

参加すれば、だって、民間参入促進ということで１４者へアプローチ、３０者へアプロー

チ、２２者へアプローチという形で、要は参入可能な事業体というのはそれだけあるのだ

ということを考えていらっしゃるということですよね。ということは、とにかく１者でも

参入してくれば、あと、つながってくる可能性がすごく高いというふうにも思えるので、

いま一度、先ほどの石田副主査なり、いろいろこれだけ出てきたということは、再度見直

す必要があるのではないかというふうに聞いていて思ったもので。そうしないと、恐らく

入札はほぼもう今の説明の資料でそのまま出していっちゃうと、１者入札でほぼ決まりみ

たいな印象を受けたので、そこのところをいま一度、２者にヒアリング、もしできるのだ

ったら、再度詳細に聞いて、どこの部分が引っかかっていたのかというのを個別具体的に

聞いて、それに対して応える説明書になっているかというのを再度検討して説明会に臨ん

でいただけないですか。今の話だと、どう考えても説明会の時点で、ああ、もう１者入札

で確定するのだなというふうな印象を持ったので。すみませんが、再度、御検討をお願い

します。 

○齋藤課長 ありがとうございます。 

 コンクール・コンテストに関する類似事業のところについては改善を図っております。

コンクール・コンテストだけではなくて、国際協力、教育分野の業務経験、あとは日本に

おける開発教育の業務経験、これは３５ページに記載しておりますが、このいずれかとい

うようなことで、類似業務というのは明確に幅広く提示しております。 

 また、事業規模の件に関しましては、いろいろと考え方があると思います。今回も５,

０００万程度というような御指摘を受けておりまして、これを大きく取るのか、小さく取

るのかというのは、残念ながら、それは民間事業者の方によって幅があるのかなと思って
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おります。こういったことも踏まえまして、個別のアプローチとしましては、単にエッセ

イコンテストの実績があるような事業者の方のみならず、教育分野の国際協力の業務経験

のある方、あと、ＪＩＣＡの開発教育支援事業の受注実績のある方とか、幅広くお声がけ

をして、何とか参入の促進を図っていきたいと考えております。 

○石村専門委員 いま一度、再度検討をよろしくお願いします。 

○齋藤課長 ただ、御説明申し上げているように、エッセイコンテストに関する類似業務

ということについては十分な経験を有していないという点を踏まえまして、私どもとしま

しては、エッセイコンテストだけではなくて、御説明したとおり、国際協力とか開発教育、

もっと幅広く類似業務を我々、検討の対象にしますよというふうなことを明記して改善を

図っております。 

○石村専門委員 ありがとうございました。 

○事務局 よろしいですか。 

 では、古笛主査と辻副主査という順番にしたいと思うのですけど、次の事業の実施機関

も待っていますので、お二人で終わりにしたいと思いますので、よろしくお願いします。 

 古笛主査、お願いします。 

○古笛主査 もうこれだけ意見が出るということは、この実施要項でまた同じようなこと

を繰り返したとしても期待できないということで、率直に言うと、この実施要項を拝見し

たときに、恐らく長年やっていらっしゃる事業者であれば、何が依頼されて、何を自分た

ちがしなければいけないのかというのは分かるかもしれないのですが、新しく参入しよう

とされる方は、何が依頼されて、どこまで自分たちがしなければならないのかということ

が分からないという状況です。あまり時間もないのですが、これだけの問題点が出ている

ので、もう一度、検討し直していただいて、私たちのほうも納得できる形を取らせていた

だけるようなことがいいのかなと思っています。時間がないのは重々承知しておりますけ

れども、再度、御検討いただけたらと思います。 

○事務局 そのまま、辻副主査。 

○辻副主査 辻からはもう結構でございます。ありがとうございました。 

○事務局 大丈夫ですか。じゃあ、いいですかね。 

 それでは、事業担当者から何か確認すべき事項はございますか。 

○事務局 審議ありがとうございました。 

○齋藤課長 今後の検討の進め方についてちょっと確認をさせていただければと思うので
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すが、本契約者は今年度末でございまして、今後、御説明申し上げたように、入札期間を

十分取ること、引継ぎ期間を取るということですと、意見調整、もう今月中にも実施しな

くちゃいけないような状況でございます。これをもう一度、かなり見直すということにな

りますと、もう少し時間的な有余を持って検討したほうがいいというような形の受止めな

のか、私どもとしてはぜひ幾つか検討するところというのはお答えしているので、ここで

進めさせていただけるとありがたいなというふうに考えていますが、ちょっと今後の進め

方について確認をさせていただければと思います。 

○事務局 古笛主査、お願いします。 

○古笛主査 恐らく残された問題が多過ぎるので、再度の審議を大至急お願いするという

ことは可能でしょうか。 

○齋藤課長 再度の審議ということですね。 

○事務局 小委の審議は次にあるのは来週、９月１４日で、次が１０月５日になります。

その１週間前ぐらいには資料をセットしていただくようになります。１０月５日でも間に

合いますか。なので、９月の下旬ですね。 

○齋藤課長 今後の進め方については、総務省と改めて御相談させていただければと思い

ます。 

○事務局 はい。進め方は事業担当者と調整して、各委員にも連絡させていただこうと思

います。 

 今日の事業担当者として確認したい点をお願いします。 

○事務局 では事務局のほうから委員の先生方からいただきました御指摘と御意見をまと

めさせていただきまして、実施要項に反映すべき点等を確認させていただきます。 

 実施要項への反映に関わるものが恐らく７点ほどあったかと思いますので、順番に確認

させていただきます。 

 まず、辻副主査と小松専門委員から出た御意見で、外部組織の協力要員計画、第一次、

第二次審査の審査員の確保についての項目なのですけれども、どのように実施要員を確保

しているかなど情報を提供するような形で明文化するよう実施要項を修正されるというこ

とでよろしいでしょうか。 

○辻副主査 すみません、よろしいですか。情報提供のみならず、できればですが、今使

われている外部の専門家を何らかの形で紹介するとか、もしくは先ほど無理もと、駄目も

とで申し上げましたけれども、現在使っている事業者と契約する部分については、もうＪ
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ＩＣＡが直に契約して、審査員を御自分で確保なさった上で、ロジの部分に関して外部に

委託するとか、そういう明確に切り分けをするとか、その辺りもできれば御検討いただけ

ればと思いました。 

 以上です。 

○事務局 分かりました。業者が分かるように、どのようなところを発注者と事業者で切

り分けていくかというところと、要員の確保のところもそうなのですが、審査の実施体制、

９０名から１００名でやっているということでしたが、実施体制についても実施要項にも

う少し詳しく反映していただくということで修正をお願いしたいと思います。よろしいで

しょうか。 

 ２番目です。稲生専門委員からの御指摘で、１２４分の１４ページの海外研修に関して

ですが、プログラムの情報は開示していますが、実施要項（案）にプログラム作成につい

ての説明が少ないということがありましたので、こちらも海外研修では発注者はどの業務

までを行い、どの業務を受注者が行うかという切り分けについても詳しく追記をお願いし

たいと思います。よろしいでしょうか。 

○稲生専門委員 よろしくお願いします。 

○事務局 ３番目は３７ページの評価表についてですが、クリティカルポイントを押さえ

てという表現がされていたのですけれども、こちらは審査体制の部分も含め、クリティカ

ルポイントという言葉ではなくて、もう少し具体的に修正をいただくということでよろし

いでしょうか。 

○稲生専門委員 そうですね。要は、サービスの質として何を事業者に求めているのかと

いうのがよく分からないので、それがしっかりと反映される評価表にしていただきたい。

その一つの例がクリティカルポイントの部分であって、全体的に見直してくださいという

ふうに改めて強調しておきたいと思います。よろしくお願いします。 

○事務局 評価表については全体的に再度見直しをお願いしますということでお願いいた

します。 

 次に、４点目なのですけれども、外部の要員について、過度に依存していないかという

評価表の中にあった表現についてですが、これはちょっと表現が難しいところかと思うの

ですが、もう少し書きぶりを変えていただくというところでよろしいでしょうか。 

○稲生専門委員 これはさっきの論点と同じです。統合して全体的に見直して、事業者が

誤解をなさらないように、もう一度、全体を見直してくださいということです。よろしく
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お願いします。 

○事務局 誤解を招かないような書きぶりに見直しをお願いいたします。 

 次に、５点目、石田副主査からの御意見なのですけれども、ＤＸ化の創意工夫の提案と

してネット応募をぜひ取り入れていただきたいということなのですが、既に海外からの応

募に関してはネット応募に対応することが可能ということをお聞きしておりますが、紙で

もネットでも応募は可能という形で、応募方法をもう一度検討いただくということでよろ

しいでしょうか。 

○石田副主査 石田です。 

 入り口の実施要項なので、１２４分の６と１２４分の７、あるいは関係するところに、

紙媒体ではなく、電子化の提案も歓迎するとか、電子化の提案を認めるというふうに、両

方でいいと言うと両方になっちゃうので、もう電子化したいという業者がいたら、ぜひや

ってくださいという形で、紙媒体ではなく電子化の提案も認める、歓迎するという書きぶ

りに変えていただきたいと思います。 

○事務局 はい、分かりました。では、６ページ、７ページはそのような書きぶりにして、

提案事項としてＤＸ化の創意工夫についても関連のページに追記すべきところがあれば追

記をお願いいたします。 

 次に６番目です。応募数の分析については、ぜひしっかりやっていただきたいという御

意見をいただきましたので、それはまた改めてやっていただくようにお願いいたします。 

 ７番目ですが、辻副主査からの御意見で、学歴、専門性、外国語というところですが、

定型の経歴書になるということですが、最終学歴についてはそのままでも、誤解を招かな

いように説明会等で御説明をいただく等検討をお願いします。外国語については特に評価

もされないということですので、専門性の評価において外国語は必要ではないということ

で削除いただくことでよろしいでしょうか。いかがでしょうか。 

○齋藤課長 はい、外国語については、ここのところは検討いたします。 

○事務局 お願いいたします。経験と資格、専門性を総合的に判断するということで、学

歴についてはそれを評価するわけではなく、総合的に経歴書を評価するということでまと

めていただいてよろしいでしょうか。 

 あと、任意の記載事項とするという御意見もありましたので、経歴書の書き方ですとか

任意の記載事項についても、御検討いただけたらと思います。よろしいでしょうか。 

 次に、８点目ですが、辻副主査、石村専門委員からも出ておりました２０１９年から
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２１年度、現行の事業の部分なのですけれども、ヒアリングに関して、実際出ているヒア

リング結果を反映している点はあるのですが、事業規模が大きく実施体制が組みにくいと

いった意見については、この言葉だけですと内容が分かりにくいですので、可能でしたら、

もう少し踏み込んだヒアリングをしていただけますでしょうか。具体的に業務の分割をし

てほしいのかとか、そういったところになると思いますが、反映は次期事業のときになっ

てしまうとしても、その点についてはもう少し具体的に要望をお聞きしていただきたいと

思います。 

 以上、ご指摘、ご意見による修正点をまとめさせていただきました。 

○事務局 委員の先生方、実施要項（案）の修正点のコメントなどは以上でよろしかった

でしょうか。よろしいですかね。 

 ＪＩＣＡは先ほど事業担当者がまとめた点については御了解いただけますか、御検討い

ただけますか。 

○齋藤課長 はい、検討いたします。 

○事務局 それでは時間となりましたので、古笛主査、取りまとめをお願いいたします。 

○古笛主査 本日は残された論点がかなり多いので、本実施要項（案）につきましては再

度の審議を実施する方向で御検討いただけたらというふうに思います。 

 取り急ぎ、独立行政法人国際協力機構におかれましては、本日の審議結果を踏まえ、再

度論点を整理し、実施要項（案）に必要な修正を支給、御準備いただきたいと思います。 

 なお、委員の先生方におかれましては、さらなる質問ですとか確認事項などがございま

したら、事務局にお寄せくださいますようにお願いいたします。 

 本日はありがとうございました。 

 

（独立行政法人国際協力機構退室） 

 

（大学共同利用機関法人情報・システム研究機構入室） 

 

○事務局 次に、「大学共同利用機関法人情報・システム研究機構の学術総合センター建物

管理業務」の実施要項（案）について、大学共同利用機関法人情報・システム研究機構国

立情報学研究所総務部、西島部長より御説明をお願いしたいと思います。なお、説明は

１５分程度でお願いします。 
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○西島部長 国立情報学研究所、総務部長の西島と申します。本日は説明の機会をいただ

きまして、ありがとうございます。 

 それでは、私のほうから資料Ｂ－２、学術総合センター建物管理業務における民間競争

入札実施要項（案）につきまして、事業の概要と実施要項の見直し点について御説明させ

ていただきます。 

 まずは、事業の概要について御説明します。資料は３５８ページありますが、その１ペ

ージ、１.１（１）対象施設の概要を御覧ください。本件の対象施設となる学術総合センタ

ーは、千代田区一ツ橋にございまして、建物延べ床面積４万２,４８２.０２平方メートル、

地上２３階建て、地下２階の施設であり、国立情報学研究所、国立大学法人一橋大学、独

立行政法人大学改革支援・学位授与機構の３機関が所有し、利用しています。本建物管理

業務の調達については、一橋大学、大学改革支援・学位授与機構の施設部分も含めて、国

立情報学研究所において一括で行うものであります。 

 本建物管理業務は、同じく１ページの下のほうになります、１.１（３）業務の対象と業

務内容に記載のとおり、先ほど申し上げました３機関の業務を適切かつ円滑に実施するた

め、施設の各設備を常に良好な状態に保ち、施設の利用者及び教職員等の快適性、安全性、

衛生等を確保するように維持管理業務を適切に実施することを目的としており、業務内容

は１ページの一番下、①統括管理業務、続きまして２ページに移っていただきまして、②

運転監視業務、定期点検／特定／整備業務等の設備管理業務、続きまして、③防災センタ

ー業務、立哨・巡回業務、駐車場管理業務、防火管理補助業務等の警備業務としています。 

 続きまして、実施期間について、８ページを御覧ください。８ページの真ん中より下の

ほう、２.実施期間に関する事項に記載のとおり、実施期間については令和４年１月１日か

ら令和７年３月３１日までの３年間を予定しております。 

 続きまして、実施要項の見直し点について御説明させていただきます。同じく８ページ

の下のほう、３.入札参加資格に関する事項を御覧ください。本建物管理業務については、

これまで１者応札が継続していることが課題であると認識しております。ここでは、当該

課題の解決に向け、競争性を高めるため、入札参加資格要件を緩和した事項等について御

説明させていただきます。 

 最下段に記載の（３）において、国の競争参加資格について、従前はＡ等級としていた

ものをＡ、Ｂ等級というところで緩和をしております。 

 続きまして、９ページを御覧ください。一番上、（４）において、従前は公共機関等にお
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ける取引停止処分を受けていないこととしていたものを、文部科学省から指名停止を受け

ている期間中の者でないことと、公共機関等を文部科学省へ変更しています。 

 続きまして、業務実績の見直し内容について御説明します。同じく９ページの（８）を

御覧ください。①としまして、過去５年間において、常用発電機（使用発電機の能力が合

算１,０００キロワット以上のもの）として運用されているコージェネレーション・システ

ムを導入している施設の管理業務を１年以上継続した実績があることとの要件があります

が、従前はこれに加え、自家用発電設備専門技術者保全部門免状の写しの提出を求めてお

りました。しかしながら、事業者へのヒアリングにおいて要件から外すことを検討してい

ただきたい旨の提案があったことを踏まえて、免状の写しについては提出を不要とするこ

ととしたため、当該記載については削除しております。 

 続きまして、②を御覧ください。従前は、公共機関（国、国立大学法人等）において、

建物延べ床面積４万平米以上の建造物の建物管理業務を１年以上継続していたこととして

おりました。その契約実績を、公共機関（国、国立大学法人等）においての部分を削除し

ております。公共機関以外の契約実績についても考慮することとしています。 

 続きまして、③につきましては、これまで統括管理責任者の業務経験を１０年以上とし

ていたところを５年以上ということで緩和をしております。 

 続きまして、１０ページを御覧ください。（９）の①の１行目から２行目で、単独で本実

施要項に定める業務の内容の全てが担えない場合は、適正に業務を遂行できる入札参加グ

ループで参加することができる旨を明記して、グループによる参加を可能としているとこ

ろです。 

 次に、１０ページの４.（１）入札の実施手続及びスケジュールを御覧ください。今後の

入札のスケジュールにつきましては、令和３年１１月中旬頃に公告を予定しております。

その後、入札説明及び質疑応答を行い、開札・落札予定者の決定を令和４年１月中旬から

下旬頃に行い、令和４年２月初旬頃に契約締結、令和４年４月からの業務開始を予定して

おります。なお、入札公告期間について、前契約時においては約１０日間であったものを

今回は３０日以上に延長しています。過去の調達では、入札公告から入札書類の提出期限

まで１０日程度であったため、人員を確保するのが困難であったかと思われます。そこで、

公告期間を１か月以上取ることにより、人員を確保いただける期間を設ける改善をいたし

ました。また、今後はこれまで実施していなかった入札説明会を実施することとしており、

入札説明会の日程等の詳細については、国立情報学研究所のホームページに速やかに公表
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し、周知徹底を図りたいと考えております。民間事業者へより丁寧な説明の場を設けるこ

とで、民間事業者が新規参入の検討を行うに当たり、業務内容等を把握できるよう努めて

まいります。さらに、前回の契約締結日は平成３１年２月２８日であり、業務開始の４月

まで１か月もなかったところを今回の契約締結日は２月初旬頃とすることで、引継ぎのた

めに必要な期間を十分確保する予定としております。この点についても、より多くの民間

事業者が入札への参加を検討できるよう、工夫させていただいたところです。 

 続きまして、少し飛びますが、２２ページを御覧ください。２２ページに従来の実施状

況に関する情報の開示という項目を設けております。この２２ページから２６ページにお

いて、従来の事業に係る詳細な情報を開示することといたしました。 

 具体的には、２２ページにおいて実施に要した経費を示しています。 

 続いて、２３ページにおいて実施に要した人員、次に２４ページから２５ページにおい

て実施に応じた施設及び設備、次に２５ページの下段において実施における目的の達成の

程度、最後に２６ページに業務フロー図等の実施方法を示しております。これにより、現

在契約を締結していない民間事業者においても、本建物業務に係る業務内容、必要経費、

業務量等の把握が可能となりますので、新規民間事業者の参入促進が図られることになる

と考えています。 

 最後になりますが、恐縮ですが、少しページをお戻りいただいて、６ページを御覧いた

だけますでしょうか。６ページの１.２、サービスの質の設定のところの１.２.１の本管理

業務の質、（１）の①を御覧ください。本建物管理業務の質の確保という観点から、新しい

取組としまして、本センターの職員及び関係者に対して、年１回、施設・設備アンケート

を実施し、館内における各種設備の管理業務、館内環境等における満足度を把握すること

としており、当該取組によりサービスの質の維持向上を図ることとしています。 

 アンケート用紙は２７ページから２８ページに別紙３として添付しておりますので、御

確認いただければと思います。 

 以上、簡単ではございますが、私からの説明は以上でございます。御審議のほど、よろ

しくお願いいたします。 

○事務局 ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの実施要項（案）の説明について、御意見、御質問のある委員にお

かれましては御発言をお願いいたします。 

 辻副主査、お願いします。 
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○辻副主査 辻でございます。御説明、どうもありがとうございました。 

 実施要項をざっと拝見したところ、僕の主観でございますけれども、都心部によくある

比較的大きな規模のビルの管理、メンテナンスという業務かなとお見受けしまして、そう

すると、恐らく受託可能な、引き受けてくださる方々は比較的多くいらっしゃるのかなと

思ってしまったのですが、実施府省におかれましては、１者応札が続いている原因につい

て、何か分析なさっていらっしゃるでしょうか。 

○西島部長 御質問ありがとうございます。 

 前回、前々回と１者応札ということで、実際に応札に至ったのは１者だったのですけれ

ども、資料を取りに来た者が数者おりましたので、その者に対してアンケートを取りまし

て、応札に至らなかった理由とかを確認しております。多くはやはり人員の確保が難しか

ったというふうに回答いただいておりまして、それを踏まえた形で、今回、調達期間を見

直しておりまして、公告期間を１か月以上空けたり、引継ぎの期間も１か月以上取ったり

というようなことで改善を図っているところでございます。 

○辻副主査 ありがとうございます。今、おっしゃった人員の確保というのは、何かこの

ビルには特殊な設備があって、特殊な資格者が必要だとか、そういう御趣旨ではなくて、

単純に準備期間が短かったので人員を集めることが困難だったという御趣旨でしょうか。 

○西島部長 ありがとうございます。そうですね、アンケートを取ったときも、要件自体

に問題があると回答してきた者、ゼロではないのですが、あまりなかったというふうに認

識しておりまして、そういう観点から言うと、やはり人員の確保に係る時間を十分与える

ことが一番効果的なのではないかということで、先ほど説明させていただいた見直し事項

も、その辺で人員の確保のしやすさという観点で見直したというところが主になります。 

○辻副主査 念のためでございますけれども、１枚ペラの資料Ｂ－４でございます、これ

の一番右の列の真ん中のあたり、仕様書の部分でございます。３つ目の点、自家用発電設

備専門技術者（保線部門Ｍ）の免状の写しの提出を削除とございます。ちょっと心配にな

ったのは、ビルの設備の都合上、この技術の資格を持っている人間が法令上求められてい

るという事情はないでしょうか。 

○西島部長 ありがとうございました。そこはないことを確認した上で削除しております。 

○辻副主査 では、書かれている趣旨というのは、免状を提出する事務が不要であって、

この資格者が必要であるという御趣旨では一切なくて、そもそもこの資格を持った人間は

要らないという御趣旨なのですね。 
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○西島部長 そうですね。経験という意味では、今回、コージェネレーション・システム

がありますので、やはりそこはしっかり管理していただかなければいけないので、そこの

経験のところは残させていただいておりますけれども、その管理をする免許が必要かとい

うとそういうものではないので、今回は削除させていただいたというところです。 

○辻副主査 分かりました。どうもありがとうございます。 

○事務局 ほかに何かございますか。 

 石田副主査、お願いします。 

○石田副主査 ３５８分の９のところ、（８）以下の業務実績を有することということで、

②が１年以上継続した実績があることというふうに緩和、③も統括管理責任者を今までは

業務経験を１０年以上だったのを５年以上にするというお話なのですが、５年じゃないと

いけないのでしょうか。②が４万平米以上で管理業務１年以上であれば、統括管理責任者

も１年以上ではいけないのでしょうか。 

○西島部長 ありがとうございます。統括管理者については、やはり全体を管理する者と

いうことで、この者については、当初１０年だったものを５年ということで、我々の考え

としては、やっぱり最低限これぐらいの経験は欲しいということで書かせていただいてお

ります。 

○石田副主査 そうすると、１０年を５年に緩和したので、ここの部分は過去のヒアリン

グ等では参入障壁にはならないという理解をしていらっしゃるということでよろしいので

すか。 

○西島部長 ありがとうございます。そうですね、そのように考えています。以前のアン

ケートでも、ここが何かネックになったというような意見はいただいておりません。 

○石田副主査 分かりましたありがとうございました。 

○西島部長 ありがとうございます。 

○事務局 ありがとうございます。 

 ほかに何かございますか。よろしいでしょうか。 

 ありがとうございました。それでは、事務局から何か確認すべき事項はございますか。 

○事務局 ただいま辻副主査、また石田副主査から御意見いただきましたが、研究所の方

にもう回答いただいておりますので、特に修正なく、このまま本委員会に上げたいと思い

ますが、よろしいでしょうか。ありがとうございます。 

○事務局 それでは時間となりましたので、古笛主査、取りまとめをお願いします。 
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○古笛主査 本件につきましては、特に問題もないようですので、本実施要項（案）につ

きましては、本日をもって小委員会での審議は終了したものとして、改めて小委員会を開

催することはせず、実施要項（案）の取扱いや監理委員会への報告資料の作成については

私に御一任いただきたいと思いますが、委員の先生方、よろしいでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○古笛主査 ありがとうございます。 

 今後、実施要項（案）の内容等に何か疑義が生じた場合には、事務局から各委員にお知

らせし、適宜、意見交換をさせていただきますので、よろしくお願いいたします。 

 なお、委員の先生方におかれましても、さらなる質問や確認したい事項がございました

ら、事務局にお寄せくださいますようお願いいたします。 

 本日はありがとうございました。 

 

（大学共同利用機関法人情報・システム研究機構退室） 

 

―― 了 ―― 

 


